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はじめに 

 

平成 28 年 4 月 1 日施行の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下

「法」という。）においては、行政機関が「不当な差別的取扱いをすること」及び「合理的

配慮を提供しないこと」によって、財やサービスの提供を拒否するなど障害者の権利利益

を侵害することを禁止しています。 

 平成28年 3月に、本市における「障害を理由とする差別」（以下「障害者差別」という。）

における法的義務を担保し、職員が障害のある方に対して適切に対応できるようにするた

め「さいたま市職員における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」（以下

「対応要領」という。）を服務規律の一環として定めました。 

法に規定する合理的配慮の提供は、施設の整備等のバリアフリーに係るものだけでなく、

障害のある人の思いや基本的な知識の習得などを含めた環境の整備の上に行われるものと

されています。 

この冊子は、対応要領に記載された合理的配慮を提供する以前に必要とされる事項につ

いて、内閣府のホームページやあいサポート運動の啓発冊子などをもとに、障害のある方

に対する応対の実際についてその心構えや具体的な方法を記したものです。 

 障害はその種別によって特性はそれぞれ異なるものであり、例え同じ種別の障害であっ

ても、人によって状況や程度は様々です。 

 また、障害のある人の要望の一つとして、そうした障害の特性などを知ってほしい、理

解してほしいという切実な思いがあります。 

 職員におかれましては、本冊子を業務の遂行にあたり参考としていただくとともに、障

害特性の把握に努め、本市における障害者差別の解消の推進の一助として活用していただ

きますようお願いいたします。
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１ 応対の基本 
 障害のある方への応対は、「障害者だから」と特別扱いをするのではなく、接遇の基本に

立ち返り、丁寧な対応を心がけることが大切です。障害に関する配慮は必要ですが、それ

以前に、障害のあるなしにかかわらず、ひとりの個人として応対することが大前提です。 

この大前提を忘れずに、以下の事項を基本に据えて、合理的配慮の提供をはじめとした

障害のある方への応対を行ってください。 

  

 

①相手の人格を尊重し、相手の立場に立って応対します 

・相手の立場に立って、「明るく」「ていねいに」わかりやすい応対を心がけます。 

・付添や介助者、手話通訳者などに対して応対するのではなく、障害のある本人に直接

応対するようにします。 

・何らかの配慮が必要と思う場合でも、思い込みや押しつけではなく、本人が必要と考

えていることを確認します。 

 

②障害の有無や種類に関わらず、困っている方には進んで声をかけます 

・窓口を訪れる方の障害の有無や種類は明確ではないため、常に来訪者の中に障害のあ

る方も含まれていることを念頭に置いて、困っていそうな状況が見受けられたら、速

やかに適切な応対をするようにします。 

・障害の種類や内容を問うのではなく、「どのようなお手伝いが必要か」を本人にたずね

ます。 

 

③コミュニケーションを大切にします 

・コミュニケーションが難しいと思われる場合でも、敬遠したり分かったふりをしたり

せず、「ゆっくり」「くり返し」相手の意思を確認するなど、信頼関係をつくる応対を

心がけます。 

 

④柔軟な応対を心がけます 

・相手の話をよく聞き、訪問目的を的確に把握し、「たらいまわし」にしないようにしま

す。 

・応対方法がよくわからない時は、一人で抱えず周囲に協力を求めます。 

・「無理だ」などと直感的に判断したり、できない理由を考えたりするのではなく、どの

ように工夫すればよいかを最優先に考えるように心がけます。 

 

 ⑤不快になる言葉は使いません 

 ・暴言はもとより、不快に感じられる言葉や子供扱いした言葉は使いません。 

 ・障害があるからと言って、ことさら特別扱いするような言葉は使いません。 
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 ⑥プライバシーには立ち入りません 

 ・合理的配慮の提供などサービス等の利用に必要な情報を除き、障害の原因や内容につ

いて、必要もなく聞きません。 

 ・仕事上知り得た個人の情報については、守秘義務を守ります。 

 

 

 どう応対したらよいかわからない場合や、あらかじめ障害のある方の利用が見込まれる

場合等は、障害のある本人の意見や希望を確認することが大切です。 

障害のある方の中には、障害に関するマーク（23ページ参照）を所持している方もいま

すので、マークを確認した場合は、配慮が必要な方と判断し応対してください。 

障害者差別解消法においては、合理的配慮は「障害者から現に社会的障壁の除去を必要

としている旨の意思の表明があった場合において」提供するものとされています。 

 一方で、法の基本方針においては「意思の表明がない場合であっても、当該障害者が社

会的障壁の除去を必要としていることが明白である場合には、法の趣旨に鑑みれば、当該

障害者に対して適切と思われる配慮を提案するために建設的対話を働きかけるなど、自主

的な取組に努めることが望ましい」とされており、いかに障害のある方と円滑にコミュニ

ケーションを図っていくかが応対の要となります。 
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２ 障害種別の特性 

障害のある方と接する際は、それぞれの障害の種別や程度に応じた対応が求められます。

ここでは、代表的な障害種別について、あらかじめ知っておきたい特性や注意すべき点な

どの基本的な事項を簡単にまとめています。 

以下に記載している事項は、あくまでも代表例であり、すべての方に当てはまるもので

はありません。障害のある方への応対は、前述の応対の基本を忘れずに、障害のある方と

コミュニケーションを図りながら、障害のある方本人や場面ごとに柔軟に対応することが

大切です。 

 

 

（１）視覚障害（視力障害・視野障害）のある方 
視覚障害のある方の中には、全く見えない方と見えづらい方がいます。見えづらい方の

中には、細部がよくわからない、光がまぶしい、暗いところで見えにくい、見える範囲が

狭い（視野の一部が欠けている、望遠鏡でのぞいているような見え方をする）などの方が

います。また、特定の色がわかりにくい方もいます。視力がある程度活用できる方の場合

は、補助具を使用したり文字を拡大したり近づいて見るなどの工夫をして、情報を得てい

る方もいます。 

先天性で受障される方のほか、最近は糖尿病性網膜症などで受障される方も多く、高齢

者では、緑内症や黄斑部変性症の方が多くいます。 

見え方、見えづらさは、個人差が大きく、外見からでは判断できないことに注意が必要

です。 

 

◆主な特性 

 ・一人で移動することが困難 

   慣れていない場所では一人で移動することは困難です。 

・音声を中心に情報を得ている 

目からの情報が得にくいため、音声や手で触ることなどにより情報を入手する方も

います。最近では、ＩＣＴ技術の発達により、電子メールなどの読み上げアプリなど

を活用している方もいます。 

・文字の読み書きが困難 

文書を読むことや、書類に文字を記入することが難しい方が多くいます。 

 

 ◆コミュニケーション関連 

・こちらから声をかける 

周りの状況がわからないため、相手から声をかけられなければ、会話を始められな

いことがあります。また、知っている相手でも声だけでは誰なのかわからないことが

あります。声をかけるときは、「◯◯さん、こんにちは。△△です。」など、自ら名乗り

ます。 

・指示語は使わない 
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「こちら」、「あちら」、「これ」、「それ」などの指示語では「どこか」「何か」わかり

ません。場所は「２歩前」など、物は「○○の申請書」、「◯◯センチくらいの大きさの

カード」など、種類や色、大きさ、形を含めて具体的に説明します。場合によっては相

手の了解を得たうえで、手を添え、物に触れてもらい説明します。 

・点字と音声 

点字は、指先で触って読む文字です。視覚障害のある方が、必ずしも点字を読める

わけではなく、点字を使用する方は視覚障害のある方の１割程度と言われています。

残りの９割の方は、主に音声や拡大文字により情報を得ています。文字情報を音声に

する方法としては、補助者による代読やパソコンの音声読み上げソフトを用いるなど

があります。 

 

（知っておきたい） 

※ＩＣＴ技術の進展、普及により、視覚障害のある方の中には、インターネットや電子

データの音声読み上げにより情報を取得している方が多くいます。市からのお知らせ

などは、市ホームページでの公開を忘れずに行ってください。また、通知やチラシ、

会議資料、研修資料などは、電子データでの提供ができるよう可能な限り配慮するこ

とも大切です。 

なお、ホームページに掲載する添付ファイルや提供する電子データは、音声読み上げ

ができるようテキストデータを含むデータを掲載、提供する必要があります（特にＰ

ＤＦファイルは注意が必要）。 

 

※障害政策課では、点字文書を作成できる点字プリンターを保有しています。Ａ４サイ

ズ１～２枚程度の通知文等であれば、簡単に作成できますので、利用したい場合は障

害政策課ノーマライゼーション推進係までご相談ください。 
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（２）聴覚・言語障害のある方 
聴覚障害のある方の中には、全く聞こえない方と聞こえにくい方がいます。さらに、聴

覚障害のある方は、その原因によって、言語障害を伴う場合があります。 

 

◆主な特性 

・外見からわかりにくい 

外見からは聞こえないことがわかりにくいため、あいさつしたのに返事をしないな

どと誤解されることがあります。 

・視覚を中心に情報を得ている 

音や声による情報が得にくく、文字や図などから視覚により情報を入手しています。 

・声に出して話せても聞こえているとは限らない 

聴覚障害のある方の中には声に出して話せる方もいますが、相手の話は聞こえてい

ない場合があります。 

・補聴器をつけていても会話が通じるとは限らない 

補聴器をつけている方もいますが、補聴器で音を大きくしても明瞭に聞こえている

とは限らず、大きな音の有無しかわからない場合もあります。相手の口の形を読み取

るなど、視覚による情報で話の内容を補っている方も多くいます。 

  

◆コミュニケーション関連 

・コミュニケーションの方法を確認する 

聴覚障害のある方との会話には、手話・指文字・筆談・口話・読話などの方法があり

ます。人によりコミュニケーション方法は異なるので、提供できる方法を示すととも

に、どのような方法がよいか本人の意向を確認するなど、建設的対話のもと決める必

要があります。 

・聞き取りにくい場合は確認する 

言語障害のある方への応対は、言葉の一つ一つを聞き分けることが必要です。聞き

取れない時は、分かったふりをせず、聞き返したり、紙などに書いてもらい内容を確

認します。 

 

 【コミュニケーション方法の例】 

方 法 内 容 

手話 手指の形や動き、表情などで表現するコミュニケーション手段であ

り、国連の障害者の権利に関する条約では、音声言語とともに言語

とされています。聴覚障害のある方たちの間で自然に生まれ発展し

てきました。なお、日本手話、日本語対応手話などの違いや、地方

によって表現の仕方が異なるものがあります。手話通訳者の通訳に

より、聴覚障害のある方に情報を伝達したり、聴覚障害のある方と

ない方がコミュニケーションを取ることができます。 
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筆談 メモ用紙や簡易筆談器などに、文字や図、絵等を書いて伝える方法

です。パソコンやタブレット端末、スマートフォン（携帯電話）の

画面上でやり取りする方法もあります。難解な表現や日本語特有の

婉曲な表現がわからない人も多くいますので、可能な限り誤解のな

いわかりやすい言葉で伝えるよう注意が必要です。 

電子メール・ 

ＦＡＸ 

聴覚障害のある方では、コミュニケーション手段として、電子メー

ルやＦＡＸが広く利用されています。難解な表現や日本語特有の婉

曲な表現がわからない人も多くいますので、可能な限り誤解のない

わかりやすい言葉で伝えるよう注意が必要です。 

口話・読話 相手の口の動きを読み取る方法です。口の動きがわかるよう正面か

らはっきりゆっくり話すことが必要です。口の形が似ている言葉は

区別がつかないので、言葉を言い換えたり、文字で書くなどして補

います。 

 

 

（知っておきたい） 

※さいたま市では、さいたま市社会福祉協議会において手話通訳者・要約筆記者の派遣・

あっせんを行っています。市のイベントや講演会、研修などにおいては、聴覚障害の

ある方の参加が見込まれる場合や不特定多数の方が参加される場合は、手話通訳者・

要約筆記者を手配しましょう。 

 

※市からのお知らせやイベントのチラシなどの問い合せ先、参加申込先には、必ずＦＡ

Ｘ番号や電子メールアドレスを記載しましょう。電話番号だけでは、聴覚障害のある

方は問い合せ、申込みができません。 

 

※難解な表現や婉曲な表現は、避けましょう。聴覚障害のある方でも、その人によって

日本語力に差があり、難解な表現や日本語特有の婉曲な表現がわからない人も多くい

ます。筆談や電子メール、ＦＡＸなどでは、可能な限り誤解のないわかりやすい言葉

で伝えるよう注意が必要です。 
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（３）盲ろうの方 
 視覚と聴覚の両方に障害があることを「盲ろう」といいます。盲ろうであっても、全く

見えず、全く聞こえない状態の全盲ろうから、聞こえなくても少し見えたり、見えなくて

も少し聞こえる状態の方もいます。また、盲ろうとなる経緯も様々で、もともと視覚障害

がある方が聴覚障害となった場合や、もともと聴覚障害がある方が視覚障害となる場合、

先天的に視覚と聴覚に障害がある場合、成人期以後になる場合があります。 

 盲ろうの方のコミュニケーション手段は、障害の状態や程度はもちろんのこと、盲ろう

になるまでの経緯、成育歴、他の障害との重複の状況によって、それぞれの人により異な

ります。（視覚障害及び聴覚障害の項も参照してください。） 

 

◆主な特性 

・介助者等による支援が不可欠 

情報の入手やコミュニケーション、移動などの様々な場面で大きな困難が生じるた

め、介助者による支援が必要です。 

・コミュニケーションの方法が人によって異なる 

   生活環境や視覚障害と聴覚障害の程度、受障時期によってコミュニケーションの方

法が一人ひとり異なります。 

 

 【コミュニケーション方法の例】 

方 法 内 容 

手書き文字 盲ろう者の手のひらに指先等でひらがなやカタカナ、漢字等を書い

て言葉を伝える方法です。盲ろう者の指をとり、机や手のひらの上

に一字ずつ書いていくという方法もあります。多くの盲ろう者は手

書き文字によるコミュニケーションをとることができます。 

触手話（解読

手話） 

話し手が手話を表し、盲ろう者がその手に触れて伝える方法です。

この方法が難しい盲ろう者の場合、話し手が盲ろう者の手指を持っ

て、手話の単語に形作っていく方法もあります。 

点字筆記 点字の触読が可能な盲ろう者は、点字を読みとることでコミュニケ

ーションをとることがあります。 

指点字 盲ろう者の指を点字タイプライターの６つのキーに見立てて、左右

の人差し指から薬指までの６指に直接打つ方法です。 

ローマ字式指

文字 

アメリカ式アルファベット指文字をローマ字表記で表し、盲ろう者

の手に触らせて伝えます。 

日本語式指文

字 

聴覚障害者の間で広く使われている日本語式指文字を、盲ろう者は

残った視力で見たり触れたりすることで読み取ります。通常は、手

話と組み合わせて使用します。 
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筆談 

 

メモ用紙や簡易筆談器などに、文字や図、絵等を書いて伝える方法

です。パソコンやタブレット端末、スマートフォン（携帯電話）の

画面上でやり取りする方法もあります。難解な表現がわからない人

も多くいますので、可能な限り誤解のないわかりやすい言葉で伝え

るよう注意が必要です。また、盲ろうの方は、視覚にも障害があり

ますので、判別できるよう大きく書いて伝える必要があります。 

弱視手話 「視力が低下している」「視野が狭い」といった視覚障害の状態に合

わせ、話し手との距離や手を動かす幅を調整することによって、手

話を目で読み取る方法です。 

音声 聴覚活用が可能な盲難聴や弱視難聴の盲ろう者に対して、耳元や補

聴器のマイクなどに向かって話す方法です。 
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（４）肢体不自由のある方 
肢体不自由のある方の中には、上肢や下肢に切断や機能障害のある方、座ったり立った

りする姿勢保持が困難な方、脳性マヒの方などがいます。これらの方の中には、書類の記

入などの細かい作業が困難な方、立ったり歩行したりすることが困難な方、身体にマヒの

ある方、自分の意思と関係なく身体が動く不随意運動を伴う方などがいます。移動につい

ては、杖や松葉杖を使用される方、義足を使用される方、電動の車いすや自力で走行する

車いすを使用される方などがいます。 

自分で移動できる方には、過度な干渉は不要なこともあるので、「お手伝いすることはあ

りますか？」などと話しかけ、本人の意向を確認することも大切です。 

 

◆主な特性 

 ・移動に制約のある方もいる 

下肢に障害のある方では、段差や階段、手動ドアなどがあると、一人では進めない

方がいます。歩行が不安定で転倒しやすい方もいます。車いすを使用されている方で

は、高い所や床には、手が届きにくいです。 

・文字の記入が困難な方もいる 

手にマヒのある方や脳性マヒで不随意運動を伴う方などでは、文字を記入できなか

ったり、狭いスペースに記入することが困難です。 

・体温調整が困難な方もいる 

脊髄を損傷された方では、手足が動かないだけでなく、感覚も無くなり、周囲の温

度に応じた体温調節が困難な場合もあります。 

・話すことが困難な方もいる 

脳性マヒの方の中には、発語の障害に加え、顔や手足などが自分の思いとは関係な

く動いてしまうため、自分の意思を伝えにくい方もいます。 

  

◆コミュニケーション関連 

 ・車いすの方の視線に合わせる 

車いすを使用されている場合、立った姿勢で話されると上から見下ろされる感じが

して身体的心理的に負担になるので、少しかがんで同じ目線で話すようにします。 

 ・聞き取りにくい場合は確認する 

聞き取りにくいときは、分かったふりをせず、一語一語確認するようにします。 

 ・子供扱いしない 

言葉がうまくしゃべれない方に対して子供に対するような接し方をしないようにし

ます。 

 

 

  



10 
 

（５）内部障害のある方 
内部障害とは、内臓機能の障害であり、心臓・呼吸器・腎臓・膀胱又は直腸・小腸・肝

臓・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の７種類の機能障害により日常生活に支障がある方

です。 

 

【内部障害の種類】 

障害部位 解 説 

心臓機能障害 不整脈、狭心症、心筋症等のために心臓機能が低下した障害で、ペ

ースメーカー等を使用している方もいます。 

腎機能障害 腎機能が低下した障害で、定期的な人工透析に通院されている方

もいます。 

肝臓機能障害 肝炎などの病気により肝機能が低下した障害で、肝臓移植を受け、

抗免疫療法を実施している方もいます。 

呼吸器機能障害 呼吸器系の病気により、呼吸機能が低下した障害で、酸素ボンベを

携帯したり、人工呼吸器（ベンチレーター）を使用している方もい

ます。 

膀胱・直腸機能障害 膀胱疾患や腸管の通過障害で、腹壁に新たな排泄口（ストマ）を造

設している方もいます。 

小腸機能障害 小腸の機能が損なわれた障害で、食事を通じた栄養維持が困難な

ため、定期的に静脈から輸液の補給を受けている方もいます。 

ヒト免疫不全ウイ

ルス（ＨＩＶ）によ

る免疫機能障害 

ＨＩＶによって免疫機能が低下した障害で、抗ウイルス剤を服薬

している方です。 

  

◆主な特性 

・外見からわかりにくい 

外見からはわからないため、電車やバスの優先席に座ったり、障害者用の駐車場に

車を止めても周囲の理解が得られないなど、心理的なストレスを受けやすい状況にあ

ります。 

 ・疲れやすい 

   障害のある臓器だけではなく全身状態が低下しているため、体力がなく、疲れやす

い状況にあり、重い荷物を持つことや長時間立っていること、早く歩くことなどの身

体的負担を伴う行動が制限されます。 

 ・たばこの煙が苦しい方もいる 

   呼吸器機能障害のある方は、たばこの煙などが苦しい方もいます。 

 ・トイレに不自由されている人もいる 

   ぼうこう・直腸機能障害で人工肛門や人工膀胱を使用している方（オストメイト）

は排泄物を処理できるオストメイト用のトイレが必要です。 
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・医療的対応等が必要 

   内部障害のある方の中には、常に医療的対応を必要とする方が多くいます。人工透

析が必要な方については、通院に配慮する必要があります。また、常時酸素吸入が必

要な方は、携帯用酸素ボンベが必要な場合があることも理解しましょう。 

 

 ◆コミュニケーション関連 

   内部障害のある方では、疲労感がたまり、集中力や根気に欠けるなど、外見からは

わかりにくい不便さを抱えていることを理解し、できるだけ負担をかけない応対を心

がけます。呼吸器機能障害がある方は、慢性的な呼吸困難、息切れ、咳などの症状が

あることを理解し、楽な姿勢でゆっくり話ができるよう配慮しましょう。 
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（６）知的障害のある方 
知的障害のある方は、発達時期において脳に何らかの障害が生じたため、知的な遅れと

社会生活への適応のしにくさのある方です。重度の障害のため、常に同伴者と行動される

方もいますが、障害が軽度の場合には会社で働いている方も大勢います。 

 主な原因としてダウン症候群などの染色体異常、又は先天性代謝異常によるもの、脳症

や外傷性脳損傷などの脳の疾患がありますが、原因が特定できない場合もあります。 

 

◆主な特性 

 ・複雑な話や抽象的な概念は苦手 

   複雑な話や概念は、理解するのに時間がかかるなど苦手な方もいます。 

 ・人にたずねたり、自分の意見を言うのが苦手 

   人にたずねたり、理解できていても自分の意見を言うのが苦手な方もいます。 

 ・漢字の読み書きや計算が苦手 

   考えたり、理解したり、読んだり、書いたり、計算したりなどが苦手な傾向があり

ます。 

 ・ひとつの行動に執着したり、同じ質問を繰り返す方もいる 

   ひとつの行動に執着したり、同じ質問を繰り返したりなど、誤解されやすい行動を

する方もいます。 

 

 ◆コミュニケーション関連 

 ・短い文章で「ゆっくり」「ていねいに」「くり返し」説明 

   一度にたくさんのことを言われると混乱するので、短い文章で「ゆっくり」「ていね

いに」「くり返し」説明し、内容が理解されたことを確認しながら応対します。 

 ・具体的にわかりやすく 

   案内板や説明資料には、漢字にふりがなを振るとともに、抽象的な言葉は避け、絵

や図を使って具体的にわかりやすく説明します。例えば、大きさを伝えるときにも、

「リンゴの大きさ」など具体的に表現します。 

 ・子供扱いしない 

   成人の方の場合は、子供扱いしないようにします。 

 ・穏やかな口調で声をかける 

   社会的なルールを理解しにくいため、時に奇異な行動を起こす方もいますが、いき

なり強い調子で声をかけたりせず、「どうしましたか？」「何かお手伝いしましょうか？」

と穏やかな口調で声をかけます。 
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（７）精神障害のある方 
精神障害のある方は、統合失調症、躁うつ病、うつ病、てんかん、アルコール中毒等の

様々な精神疾患により、日常生活や社会生活のしづらさを抱えている方です。精神障害の

原因となる精神疾患は様々であり、原因となる精神疾患によって、障害特性や社会的な制

限の度合いは異なります。 

適切な治療・服薬と周囲の配慮があれば症状をコントロールできる場合も多いことから、

大半の方は地域で安定した生活を送られています。 

 

【精神障害の原因となる主な精神疾患】 

疾患名 解 説 

統合失調症 幻覚、妄想、思考障害、感情や意欲の障害など、多様な精神症状を

特徴とし、現実を認識する能力が妨げられ、正しい判断ができにく

く、対人関係が難しくなるなど、日常生活や社会生活に支障が生じ

ることが多くありますが、適切な治療によってこれらの症状を抑え

ることもできます。 

うつ病 気分がひどく落ち込んだり、何事にも興味を持てなくなったりし

て、日常生活に支障が現れます。適切な治療によってこれらの症状

を抑えることもできます。 

てんかん 通常は規則正しいリズムで活動している大脳の神経細胞（ニューロ

ン）の活動が突然崩れ、激しい電気的な乱れが生じることによって

発作が現れる病気です。適切な治療によって約８割の方は発作を止

められるようになりました。 

 

◆主な特性 

・ストレスに弱く、疲れやすく、対人関係やコミュニケーションが苦手な方が多い。 

 ・外見からはわかりにくく、障害について理解されずに孤立している方もいる。 

・精神障害に対する社会の無理解から、病気のことを他人に知られたくないと思ってい

る方も多い。 

 ・周囲の言動を被害的に受け止め、恐怖感を持ってしまう方もいる。 

 ・気が動転して声の大きさをコントロールできない場合もある。 

・認知面の障害から、何度も同じ質問を繰り返したり、つじつまの合わないことを一方

的に話す方もいる。 

・学生時代の発病や長期入院のために、社会生活に慣れていない方もいる。 

  

◆コミュニケーション関連 

 ・人によって対応の方法は異なる 

精神障害の方はそれぞれ個性が異なりますので、画一的な応対方法があるわけでは

ありませんが、「ゆっくり」「ていねいに」、必要があれば「くり返し」説明し、不安を

感じさせないような穏やかな応対を基本とします。 
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（８）発達障害のある方 
発達障害は、自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、学習障害（ＬＤ）、注意

欠陥・多動性障害（ＡＤＨＤ）等の脳機能の障害であって、通常低年齢において症状が発

現するものです。自閉症には、知的障害を伴う場合と伴わない場合（高機能自閉症）とが

あります。 

発達障害は、外見からはわかりにくいことや周囲の理解不足などから、自信喪失や不信

感、うつなどの二次的な症状が引き起こされている場合もあります。 

 

◆主な特性 

障害名 主な特性 

自閉症 ・ひとつのことに集中して、全体が見えにくくなることがありま

す。 

・言葉を使ったコミュニケーションが難しいことがあります。 

・想像することが苦手で、特定のことにこだわることがあります。 

・感覚が過敏であったり、鈍感であったりします。 

アスペルガ

ー症候群 

・相手の気持ちになって考えることが苦手なこともあります。 

・場の空気を読むことが難しく、冗談でも素直に真に受けてしま

うことがあります。 

注意欠陥・ 

多動性障害 

（ＡＤＨＤ） 

・落ち着きがなく、集中できなかったり、同じ間違いを繰り返した

り、時間や物の管理が苦手です。 

・待てずにしゃべりすぎたり、行動してしまうことがあります。 

学習障害 

（ＬＤ） 

・全般的な知的能力に遅れはないものの、「聞く」「書く」「読む」

「計算する」「推論する」などの能力のうち、特定の能力が極端

に苦手で、能力にアンバランスさがあります。 

・文字は読めなくても会話や記憶は問題ない方もいます。逆に文

字は読めても会話や表現が苦手な方もいます。 

   

◆コミュニケーション関連 

 ・人によって対応の方法は異なる 

発達障害の方はそれぞれ個性が異なるので画一的な適切な応対方法があるわけでは

ありませんが、不安を感じさせないような穏やかな応対を基本とします。 

 ・見通しを示す 

わかりやすく見通しを示すことで、やることが理解できたり、初めてのことに取組

むときの不安を抑えたりすることができます。 

 ・環境を整える 

余計な刺激や苦手な刺激を減らせるように、環境を整える必要があります。また、

周りの状況を本人と一緒に具体的に確認することで、整理することができます。 
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（９）高次脳機能障害のある方 
病気や事故などによる脳外傷や脳卒中など、脳が損傷を受けることによって生じる認知

面や行動に生じる様々な障害をいいます。身体的には障害が残らない場合もあり、外見で

はわかりにくいため、「見えない障害」とも言われます。 

身体のマヒや機能障害がある方もおり、言葉の不自由さや記憶力の低下、感情が安定し

ないなどの障害を伴う方もいます。 

  

◆主な特性 

 ・記憶力の低下 

約束や予定を忘れたり、少し前のことを覚えていないなど記憶力が低下する方もい

ます。 

 ・注意力の低下 

気が散りやすく、ケアレスミスを繰り返すなど、注意力が低下する方もいます。 

 ・業務遂行能力の低下 

段取りが悪い、急な変更に対応できないなど、業務遂行能力が低下する方もいます。 

 ・イライラしやすい 

イライラしやすい、我慢できない、ささいなことにこだわるなど、社会的な行動障

害が伴う方もいます。 

 

 ◆コミュニケーション関連 

 ・「ゆっくり」「ていねいに」「くり返し」説明 

「ゆっくり」「ていねいに」、必要があれば「くり返し」説明します。 

・記憶力が低下している方への応対 

大事なことはメモを取るように促すとともに、できているか確認します。 

 ・注意力が低下している方への応対 

   伝えたいことは簡潔に伝え、その内容が理解できているか確認します。 

 ・業務遂行能力が低下している方への応対 

わかりやすく見通しを示すなどして、手順などを理解してもらいます。 

 ・社会的な行動障害を伴う方への応対 

   感情的になったらその場を離れたり、話題を変えるなどして気分転換を図るように

します。 
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（10）難病の方 
難病は、難病の患者に対する医療等に関する法律において、発病の機構が明らかでなく、

かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、その疾病にかかることにより長期

にわたり療養を必要とすることとなるものとされています。単に経済的な負担のみならず

介護に著しく人手を要することもあるなど家族への負担が重く、精神的な負担も大きいも

のです。 

 

 ◆主な特性 

 ・外見からはわかりにくい 

外見からでは障害又は難病があることが分かりにくい場合も多く、必要な配慮につ

いてもそれぞれの人によって大きく異なります。 

 ・病気の種類や症状、程度も様々 

   病気の種類や症状、程度も様々で、重篤で全面介助の生活を送っている人もいれば、

ほとんど問題なく日常生活を送っている人もいます。 

 ・安定した症状を保つことができる場合もある 

完全に治療することは難しくても、適切に病状を管理することにより安定した症状

を保つことができる場合もありますので、通院に対する配慮が必要です。 

 ・病態や障害が進行する場合がある 

   「障害」が固定せず、病態や障害が進行する場合も多く、体調や服薬の状況によっ

て変動することもあります。 

  

◆コミュニケーション関連 

 ・個々の疾患により疾患の特色や注意する点が異なる 

   疾患の特色などに応じた応対が必要となるため、十分にコミュニケーションを図る

ことが重要です。 
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３ 応対の方法 
 ここでは、障害のある方に対する応対について、場面ごとに、代表的な応対の方法や注

意すべき事項を例示します。障害のある方に対する応対は、それぞれの部署において、そ

れぞれの業務内容等に応じて、様々な工夫をしていく必要があります。ここでの例示を参

考に、よりよい応対を目指しましょう。 

 

（１）入口・受付付近 
◆共通的な事項 

・入口や受付付近で困っている方を見かけたら「何かお手伝いすることはあります  

か？」と積極的に声をかけます。 

・声掛けは、介助者ではなく、直接本人に対して行います。 

 ・こちらの説明に対する理解が困難な方には、せかしたりせず「明確に」「ゆっくり」「て

いねいに」「くり返し」説明します。 

 ・ドアの開閉が困難な方には開閉を手伝います。 

 

◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方には、職員であること及び名前を名乗ったうえで、周りの状況を具

体的にわかりやすく伝えます。例えば「次の方」と言われてもわかりません。 

・聴覚障害のある方には、お互いが可能なコミュニケーションの方法を確認し、要件を

伺います。呼び出しの音声が聞こえない方には、どのような方法で知らせるかあらか

じめ説明して、不安のないようにします。 

・車いす使用の方には、少しかがんで目線が合う高さで話をします。窓口には、低くて

車椅子の入るスペースのあるカウンターに案内します。 

・立っているのが辛そうな方には、椅子のあるところに案内し、担当職員が出向いて要

件を伺います。 

・知的障害のある方には、例えば、パンフレットの絵や図・写真を活用してわかりやす

く説明します。 

  

 

（２）誘導 
◆共通的な事項 

 ・車いすでも移動できるよう、段差のない十分な移動スペースを確保します。 

 ・誘導が必要かどうか、直接本人に訪ねます。 

・誘導用ブロック上はもとより、廊下等の歩行空間には、通行に支障をきたすものを置

かないようにします。誘導用ブロックの上で立ち止まる方も多いので、歩行の邪魔に

ならないよう他の利用者にも配慮を促します。 

・雨天時に濡れた床で滑らないよう、濡れた床面は早めに拭き取ります。 
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◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方の異動を介助する場合は、その方との背の高さの関係で肘肩または

手首を軽く握ってもらい、誘導する側が半歩先に立って歩きます。階段や段差の手前

では「上りです」「下りです」と声をかけます。 

・車椅子使用の方にとって、車いすは体の一部のように感じているので、勝手に車いす

を押したりせず、誘導の介助を希望されるかどうか、必ず、本人の意向を確認してか

ら誘導介助を行います。 

 

 

（３）相談・説明 
◆共通的な事項 

・相手の話をよく聞き、訪問目的を的確に把握し、他の部署の場合は窓口まで案内する

等「たらい回し」にしないようにします。 

・話が的確に伝わるように「明確に」「ゆっくり」「ていねいに」話します。 

・必要に応じて、例えば、パンフレットの絵や図・写真を活用してわかりやすく説明し

ます。 

・相談内容が的確に把握できない場合には、必要に応じて複数の職員で対応します。 

・障害特性に応じた方法で説明ができるよう、あらかじめ説明資料等の準備をしておき

ます。 

・ポイントを明確に、文章は短く、専門的な用語ではなく一般的なわかりやすい言葉で

説明します。 

・問い合わせについては電話・ＦＡＸ・電子メールなどでも対応可能としておくように

します。 

 

◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方には、自分の肩書と名前を名乗ったうえで、伝えたい内容を具体的

な言葉でわかりやすく説明します。一時的に席を離れる場合や新たに応対する職員が

加わるような場合には、その旨を伝えます。必要に応じて、説明資料等を拡大コピー

するなどして説明します。 

・聴覚障害のある方には、お互いに可能なコミュニケーション方法を確認して話をしま

す。筆談はもとより、問い合わせについては電話・ＦＡＸ・電子メールなどでも対応

可能としておくようにします。 

・口頭での説明の理解が難しい方には、説明のポイントをメモ書きして渡します。その

際、必要に応じて漢字にはふりがなを振ります。 

・同じ話を何度も繰り返したり、つじつまの合わない話をされる方には、話を途中で遮

らずに、タイミングを見計らって要件を確認し、訪問目的に沿って応対するようにし

ます。 
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（４）手続き 
①書類への記入 

 ◆共通的な事項 

・書類の記入方法については、記入例も含めて文書で大きくわかりやすく表示しておき

ます。 

・書類の記入の仕方がわからない方には、「お手伝いしましょうか」と声をかけます。 

・障害の状況から自筆が困難な場合には、本人の意思を確認して、代筆を行います。署

名欄の部分だけを切り取った枠（サインガイド）があると署名しやすい方もいます。 

  

◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方には、必要に応じて必要な箇所や、希望箇所を読み上げます。読み

方としては、まず、目次や全体の構成を説明し、その後に必要な個所を読みます。そ

の際は、要点をまとめるのではなく、原文をそのまま読み上げます。 

・代筆した場合には、その内容を読み上げ、内容を確認してもらいます。 

  

②金銭収受 

 ◆共通的な事項 

・正確な金額がわからないため、金額が大きめのお札で払うことがありますので、無理

に正確な金額の紙幣を求めないようにします。 

・お金の計算が苦手な方や紙幣の識別に時間がかかる方もいますので、せかさずに待つ

ようにします。 

  

◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方には、紙幣や硬貨を声に出して種別を確認しながら手渡しします。 

・聴覚障害のある方には、金額はメモや電卓で示します。 

・肢体不自由のある方には、要望があれば、本人の見える位置で、本人に確認してもら

いながら財布からお金の出し入れを手伝います。 

 

 

（５）施設利用 
 ◆共通的な事項 

・トイレが汚れていないか、多目的トイレの折り畳み式ベッドが下りたままでないかな

ど、こまめにチェックします。 

・障害者用駐車場には障害者用の表示を大きく掲示し、目的外の利用がされないよう注

意を促します。 

・外見からはわかりにくい障害のある方が利用している可能性があることに留意します。 

・疲れても座れる休憩スペースを確保します。 
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◆障害種別に関する事項 

・視覚障害のある方には、案内するトイレの設備の使用方法を伝えます。 

・トイレの位置の表示や触知図表示をわかりやすくします。 
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４ さいたま市の状況 

（１）さいたま市の障害者手帳所持者数 
平成28年４月１日のさいたま市の障害者手帳所持者数は、以下の表のとおりです。身

体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者の合計は、49,680人となっ

ており、さいたま市の人口1,273,497人（平成28年４月１日）の約４％の方が、いずれ

かの障害者手帳を所持している状況です。なお、障害があっても障害者手帳を所持して

いない方は多く、障害のある方は、手帳所持者数よりも多いと考えられています。 

それぞれの部署において所管する事業の対象者の中には、必ず障害のある方も含まれ

ているということを忘れてはいけません。 

 

手帳の種類 人 数

（人） 

身体障害者手帳 視覚 2,242人 

聴覚、平衡機能 2,683人 

音声・言語、そしゃく 555人 

肢体不自由 17,818人 

内部 10,148人 

計(人) 33,446人 

療育手帳 6,892人 

精神障害者保健福祉手帳 9,342人 

合 計 49,680人 

 

 

（２）ノーマライゼーション条例 
さいたま市では、障害者差別解消法の施行に先駆けて、障害を理由とする差別を禁止

する「さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（ノーマ

ライゼーション条例）」を平成 23 年４月１日に施行し、障害を理由とする差別の解消に

取り組んできました。 

障害者差別解消法の施行以前に、こうした条例を施行していた地方自治体は、政令指

定都市ではさいたま市が唯一であることから、全国の政令指定都市がさいたま市の取組

に注目しています。 
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（３）障害の「害」の字 
さいたま市では、「しょうがい」を、漢字で「障害」と表記することとしています（た

だし、固有名詞については、その表記に従う）。「しょうがい」の表記については、「障害」、

「障がい」、「障碍」などさまざまですが、全国統一の決まりや方針は存在しておらず、

どう表記するかは表記する者の判断にゆだねられています。 

さいたま市においては、ノーマライゼーション条例の検討過程における条例検討専門

委員会において、障害は個人ではなく、社会にあり、「障害者」は、社会によって「障害」

を受けている「者」という社会モデル※の考え方から、安易に「害」の字をひらがなに

しないということを確認し、「障害」という表記にすることとしています。 

 

   ※社会モデル・・・障害は個人に帰属するものではなく、社会環境によって作り出

されたものであるとする考え方。社会モデルでは、障害の問題

に取り組むには社会的行動が求められ、障害のある人が社会生

活の全分野へ完全参加するために必要な環境の変更は、社会全

体の共同責任とされます。 
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参考資料 

◯障害者に関するマーク 
名 称 概要等 連絡先 

【障害者のための国

際シンボルマーク】 

障害者が利用できる建物、施設であることを明確に表すための

世界共通のシンボルマークです。マークの使用については国

際リハビリテーション協会の「使用指針」により定められていま

す。 

駐車場などでこのマークを見かけた場合には、障害者の利用

への配慮について、御理解、御協力をお願いいたします。 

 

※このマークは「すべての障害者を対象」としたものです。 

 特に車椅子を利用する障害者を限定し、使用されるものでは

ありません。 

公益財団法人日本障

害者リハビリテーショ

ン協会 

 

TEL03-5273-0601 

FAX03-5273-1523 

【身体障害者標識】 肢体不自由であることを理由に免許に条件を付されている方

が運転する車に表示するマークで、マークの表示については、

努力義務となっています。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマークを付け

た車に幅寄せや割り込みを行った運転者は、道路交通法の規

定により罰せられます。 

警察庁交通局、都道

府県警察本部交通

部、警察署交通課 

 

警察庁 

TEL03-3581-

0141(代) 

【聴覚障害者標識】 聴覚障害であることを理由に免許に条件を付されている方が

運転する車に表示するマークで、マークの表示については、義

務となっています。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマークを付け

た車に幅寄せや割り込みを行った運転者は、道路交通法の規

定により罰せられます。 

警察庁交通局、都道

府県警察本部交通

部、警察署交通課 

 

警察庁 

TEL03-3581-

0141(代) 

【盲人のための国際

シンボルマーク】 

世界盲人会連合で 1984 年に制定された盲人のための世界共

通のマークです。視覚障害者の安全やバリアフリーに考慮され

た建物、設備、機器などに付けられています。信号機や国際点

字郵便物・書籍などで身近に見かけるマークです。 

このマークを見かけた場合には、視覚障害者の利用への配慮

について、御理解、御協力をお願いいたします。 

社会福祉法人日本盲

人福祉委員会 

 

TEL03-5291-7885 
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【耳マーク】 聞こえが不自由なことを表す、国内で使用されているマークで

す。聴覚障害者は見た目には分からないために、誤解された

り、不利益をこうむったり、社会生活上で不安が少なくありませ

ん。 

このマークを提示された場合は、相手が「聞こえない」ことを理

解し、コミュニケーションの方法への配慮について御協力をお

願いいたします。 

一般社団法人全日本

難聴者・中途失聴者

団体連合会 

 

TEL03-3225-5600 

FAX03-3354-0046 

【ほじょ犬マーク】 身体障害者補助犬同伴の啓発のためのマークです。 

身体障害者補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴導犬のことを言い

ます。「身体障害者補助犬法」が施行され、現在では公共の施

設や交通機関はもちろん、デパートやスーパー、ホテル、レス

トランなどの民間施設でも身体障害者補助犬が同伴できるよう

になりました。 

補助犬はペットではありません。体の不自由な方の、体の一部

となって働いています。社会のマナーもきちんと訓練されてい

るし、衛生面でもきちんと管理されています。 

お店の入口などでこのマークを見かけたり、補助犬を連れてい

る方を見かけた場合は、御理解、御協力をお願いいたします。 

厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部

企画課自立支援振興

室 

 

TEL03-5253-

1111(代) 

FAX03-3503-1237 

【オストメイトマーク】 人工肛門・人工膀胱を造設している人（オストメイト）のための

設備があることを表しています。 

オストメイト対応のトイレの入口・案内誘導プレートに表示され

ています。 

このマークを見かけた場合には、そのトイレがオストメイトに配

慮されたトイレであることについて、御理解、御協力をお願いい

たします。 

公益財団法人交通エ

コロジー・モビリティ

財団 

 

TEL03-3221-6673 

FAX03-3221-6674 

【ハート・プラス  

マーク】 

「身体内部に障害がある人」を表しています。身体内部（心臓、

呼吸機能、じん臓、膀胱・直腸、小腸、肝臓、免疫機能）に障害

がある方は外見からは分かりにくいため、様々な誤解を受ける

ことがあります。 

内部障害の方の中には、電車などの優先席に座りたい、近辺

での携帯電話使用を控えてほしい、障害者用駐車スペースに

停めたい、といったことを希望していることがあります。 

このマークを着用されている方を見かけた場合には、内部障害

への配慮について御理解、御協力をお願いいたします。 

特定非営利活動法人

ハート・プラスの会 

 

TEL080-4824-9928 
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【障害者雇用支援 

マーク】 

公益財団法人ソーシャルサービス協会が障害者の在宅障害者

就労支援並びに障害者就労支援を認めた企業、団体に対して

付与する認証マークです。 

障害者の社会参加を理念に、障害者雇用を促進している企業

や障害者雇用を促進したいという思いを持っている企業は少な

くありません。 

そういった企業がどこにあるのか、障害者で就労を希望する

方々に少しでもわかりやすくなれば、障害者の就労を取り巻く

環境もより整備されるのではないかと考えます。 

障害者雇用支援マークが企業側と障害者の橋渡しになればと

考えております。御協力のほど、宜しくお願いします。 

公益財団法人ソー 

シャルサービス協会 

IT センター 

 

TEL052-218-2154 

FAX052-218-2155 

【「白杖ＳＯＳシグナ

ル」普及啓発シンボ

ルマーク】 

（社会福祉法人日本

盲人会連合推奨マー

ク） 

白杖を頭上５０ｃｍ程度に掲げてＳＯＳのシグナルを示している

視覚に障害のある人を見かけたら、進んで声をかけて支援しよ

うという「白杖ＳＯＳシグナル」運動の普及啓発シンボルマーク

です。 

白杖によるＳＯＳのシグナルを見かけたら、進んで声をかけ、

困っていることなどを聞き、サポートをしてください。 

 

※駅のホームや路上などで視覚に障害のある人が危険に遭

遇しそうな場合は、白杖によりＳＯＳのシグナルを示していなく

ても、声をかけてサポートをしてください。 

岐阜市福祉部福祉事

務所障がい福祉課 

 

TEL058-214-2138 

FAX058-265-7613 

【手話マーク】 

 

 

 

 

 

【筆談マーク】 

 

 

 

 

全日本ろうあ連盟が策定したマークです。 

ろう者、難聴者、中途失聴者は音声に代わる、視覚的な手段で

のコミュニケーション方法、手話や筆談が必要です。ろう者等に

とって「筆談で対応できる」「手話で対応できる」ことが一目でわ

かると、安心して公共施設等を利用することができます。 

 

【手話マークの意味】 

「手話で対応します」 

「手話でコミュニケーションできる人がいます」 

【筆談マークの意味】 

「筆談で対応します」 

一般財団法人全日本

ろうあ連盟 

 

本部事務所 

TEL03-3268-8847 

FAX03-3267-3445 

 

出典：内閣府ホームページ （http://www8.cao.go.jp/shougai/mark/mark.html） 

一般財団法人全日本ろうあ連盟ホームページ 

（https://www.jfd.or.jp/2016/12/01/pid15854） 

   

http://www8.cao.go.jp/shougai/mark/mark.html
https://www.jfd.or.jp/2016/12/01/pid15854
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○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 
（平成二十五年法律第六十五号） 

目次 

第一章 総則（第一条―第五条） 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針

（第六条） 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別

を解消するための措置（第七条―第十三条） 

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置（第十

四条―第二十条） 

第五章 雑則（第二十一条―第二十四条） 

第六章 罰則（第二十五条・第二十六条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）

の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と

等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、

その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏

まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、

行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消す

るための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解

消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）

その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）があ

る者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又

は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、

観念その他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体

（地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三章

の規定の適用を受ける地方公共団体の経営する企業を除く。第

七号、第十条及び附則第四条第一項において同じ。）及び地方

独立行政法人をいう。 

四 国の行政機関次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）

及び内閣の所轄の下に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八

十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関（これ

らの機関のうちニの政令で定める機関が置かれる機関にあ

っては、当該政令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第

二項に規定する機関（ホの政令で定める機関が置かれる機

関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法

（昭和二十二年法律第七十号）第十六条第二項の機関並び

に内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第十八

条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、

政令で定めるもの 

ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条

の三の特別の機関で、政令で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百

三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。ロにお

いて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特

別の設立行為をもって設立された法人（独立行政法人を除

く。）又は特別の法律により設立され、かつ、その設立に関

し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人地方独立行政法人法（平成十五年法律第百

十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人（同法第二

十一条第三号に掲げる業務を行うものを除く。）をいう。 

七 事業者商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地

方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害

を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策を策定し、及

びこれを実施しなければならない。 

（国民の責務） 

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由

とする差別の解消が重要であることに鑑み、障害を理由とする差

別の解消の推進に寄与するよう努めなければならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に

関する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施につい

ての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設

の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の必

要な環境の整備に努めなければならない。 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本

方針 

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策

を総合的かつ一体的に実施するため、障害を理由とする差別の解

消の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めな

ければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する

基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するた

めの措置に関する基本的な事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための

措置に関する基本的な事項 

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に

関する重要事項 
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３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めな

ければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あ

らかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要

な措置を講ずるとともに、障害者政策委員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったとき

は、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差

別を解消するための措置 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を

理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることに

より、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から

現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があっ

た場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害

者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、

年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について

必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障

害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の

権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障

壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合におい

て、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益

を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障

害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合

理的な配慮をするように努めなければならない。 

（国等職員対応要領） 

第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即し

て、第七条に規定する事項に関し、当該国の行政機関及び独立行

政法人等の職員が適切に対応するために必要な要領（以下この条

及び附則第三条において「国等職員対応要領」という。）を定め

るものとする。 

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を

定めようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意

見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を

定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に

即して、第七条に規定する事項に関し、当該地方公共団体の機関

及び地方独立行政法人の職員が適切に対応するために必要な要

領（以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員対

応要領」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等

職員対応要領を定めようとするときは、あらかじめ、障害者その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等

職員対応要領を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努

めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公

共団体等職員対応要領の作成に協力しなければならない。 

５ 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について

準用する。 

（事業者のための対応指針） 

第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項

に関し、事業者が適切に対応するために必要な指針（以下「対応

指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用

する。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第十二条 主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があ

ると認めるときは、対応指針に定める事項について、当該事業者

に対し、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることが

できる。 

（事業主による措置に関する特例） 

第十三条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者

に対して行う障害を理由とする差別を解消するための措置につ

いては、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律

第百二十三号）の定めるところによる。 

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関

係者からの障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずる

とともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を

図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。 

（啓発活動） 

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消に

ついて国民の関心と理解を深めるとともに、特に、障害を理由と

する差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓

発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資

するよう、国内外における障害を理由とする差別及びその解消の

ための取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育

その他の障害者の自立と社会参加に関連する分野の事務に従事

するもの（以下この項及び次条第二項において「関係機関」とい

う。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害

を理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏ま

えた障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ

円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差別解消支援

地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 
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２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機

関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成

員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項

に規定する特定非営利活動法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

（協議会の事務等） 

第十八条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報

を交換するとともに、障害者からの相談及び当該相談に係る事例

を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組に関す

る協議を行うものとする。 

２ 関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」

という。）は、前項の協議の結果に基づき、当該相談に係る事例

を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を行う

ものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必

要があると認めるとき、又は構成機関等が行う相談及び当該相談

に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための

取組に関し他の構成機関等から要請があった場合において必要

があると認めるときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者

及び差別に係る事案に関する情報の提供、意見の表明その他の必

要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理

する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で

定めるところにより、その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第十九条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事し

ていた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（主務大臣） 

第二十一条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる

事業者の事業を所管する大臣又は国家公安委員会とする。 

（地方公共団体が処理する事務） 

第二十二条 第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、

政令で定めるところにより、地方公共団体の長その他の執行機関

が行うこととすることができる。 

（権限の委任） 

第二十三条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項

は、政令で定めるところにより、その所属の職員に委任すること

ができる。 

（政令への委任） 

第二十四条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため

必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第二十五条 第十九条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は

五十万円以下の罰金に処する。 

第二十六条 第十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則（抄） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、

次条から附則第六条までの規定は、公布の日から施行する。 

 

― 以下略 ― 

 

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律施行令 
（平成28年政令32号）（抄） 

（地方公共団体の長等が処理する事務） 

第三条 法第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、事

業者が行う事業であって当該主務大臣が所管するものについて

の報告の徴収、検査、勧告その他の監督に係る権限に属する事務

の全部又は一部が他の法令の規定により地方公共団体の長その

他の執行機関（以下この条において「地方公共団体の長等」とい

う。）が行うこととされているときは、当該地方公共団体の長等

が行うこととする。ただし、障害を理由とする差別の解消に適正

かつ効率的に対処するため特に必要があると認めるときは、主務

大臣が自らその事務を行うことを妨げない。 
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○さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関

する条例 
（平成23年条例第6号） 

目次 

前文 

第１章 総則(第1条―第8条) 

第２章 障害者の権利の擁護 

第１節 障害者への差別の禁止等(第9条―第15条) 

第２節 障害者への虐待の禁止等(第16条―第21条) 

第３章 障害者の自立及び社会参加のための支援(第 22 条―第

31条) 

第４章 補則(第32条) 

附則 

 

誰もが皆、その人らしく、人として豊かに生活をする権利を有し

ている。誰もが、本来、自らの決定及び選択に基づいて社会のあら

ゆる分野の活動に参加し、及び参画する権利を有している。これら

の権利の主体であることは、障害の有無にかかわらない。 

ある人が、障害の有無にかかわらず、地域生活において活動し、

社会参加をするに当たって、何らかの不当な制約を受けることがあ

るとすれば、日本国憲法で保障されている基本的人権の侵害となる。 

本市は、国際連合で採択された障害者の権利に関する条約の理念

を踏まえた障害を理由とするいかなる種類の差別もない社会の実

現を目指している。 

その目指す社会は、人として生まれながらに持つ権利と自由を、

障害のある人にもない人にも同じように認める社会である。市民は、

障害の有無にかかわらず、誰もが、基本的人権の主体であって、社

会の一員である。 

ここに、市民が、誰も侵すことができない基本的人権の主体とし

て、尊厳をもって、未来にわたって、安心して地域で生活できる社

会の実現を目指し、この条例を制定する。 

   

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、障害者への差別及び虐待を禁止するとともに、

障害者の自立及び社会参加を支援するための措置を講じること

により、障害者が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、

権利の主体として社会、経済、文化その他のあらゆる分野の活動

に参加する機会を得られるよう、地域福祉の推進を図り、もって

市民が障害の有無にかかわらず、等しく市民として個人の尊厳と

権利が尊重され、その権利を享受することができる地域社会の実

現に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(1)市民 市内に居住し、又は通勤し、若しくは通学する者をい

う。 

(2)事業者 市内において事業活動を行う全ての者をいう。 

(3)障害 次に掲げるものをいう。 

ア 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第 2条第1号に規

定する身体障害、知的障害、精神障害(発達障害を含む。)そ

の他の心身の機能の障害 

イ アに掲げるもののほか、心身の機能、身体の器官、肢体又

は肢体を構成するものに、欠損、喪失等があることにより、

日常生活又は社会生活(以下「日常生活等」という。)を営む

上で社会的な支援を必要とする状態 

(4)障害者 次に掲げる者をいう。 

ア 前号アに掲げる障害がある市民 

イ 前号イに掲げる障害があることにより、継続的に日常生活

等において活動の制限又は参加の制約を受けている市民 

(5)保護者 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 6 条に規定

する保護者をいう。 

  (6)養護者 障害者を現に養護する者であって、保護者及び障害

者の福祉サービスに従事する者以外のものをいう。 

(7)合理的配慮に基づく措置 障害者が障害を原因として日常生

活等を営む上で不可欠な活動をすることができず、又は制限さ

れるときに、当該活動をすることができるようにし、又は当該

活動の制限を緩和するために行う、用具又は機器の提供、建築

物又は設備の改修その他の当該障害者の環境を調整する措置

(当該障害者の就業時間又は業務内容を変更する措置で事業活

動の目的の達成が妨げられるもの、既存の建築物の本質的な構

造を変更する措置その他の当該措置を行う者に社会通念上相

当と認められる範囲を超えた過重な負担を課することとなる

措置を除く。)をいう。 

(8) 差別 次に掲げる行為をいう。 

ア 障害者の氏名その他の当該障害者の身上に関する事項を

みだりに用いて、当該障害者の日常生活等を不当に妨げる

こと。 

イ 障害者に教育を行い、又は受けさせる場合に行う次に掲

げる行為 

(ｱ) 正当な理由なく、障害者に必要と認められる適切な指

導及び支援を受ける機会を与えないこと。 

(ｲ) 障害者若しくはその保護者の意見を聴かないで、又は

障害者若しくはその保護者に必要な説明を行わないで、

入学する学校(学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条

に規定する学校をいう。以下同じ。)を決定すること。 

(ｳ) 合理的配慮に基づく措置を行わなければ授業又は試

験を受けられないことその他の障害者の不利益となるこ

とを知りながら、合理的配慮に基づく措置を行わないこ

とにより障害者に不利益を与えること。 

ウ 障害者を雇用し、又は業務に従事させる場合に行う次に

掲げる行為 

(ｱ) 募集又は採用に当たって、正当な理由なく、障害を理

由として、応募若しくは採用を拒否し、又はこれに条件

を課すこと。 

(ｲ) 正当な理由なく、障害を理由として、解雇し、又は退

職を強制すること。 

(ｳ) 合理的配慮に基づく措置を行わなければ業務の遂行

が妨げられること、研修を受けられないことその他の障

害者の不利益となることを知りながら、合理的配慮に基
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づく措置を行わないことにより障害者に不利益を与える

こと。 

エ 保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供又は不特

定かつ多数の者に対して行っている商品若しくはサービス

(保健医療サービス及び福祉サービスを除く。)の提供若し

くは不動産の取引を、正当な理由なく、障害者の持つ障害を

理由として、拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を課

すこと。 

オ 不特定かつ多数の者の利用に供されている建物その他の

施設又は公共交通機関を利用する場合において、建物その

他の施設の本質的な構造上やむを得ないとき、本人の生命

又は身体の保護のため必要があるときその他の正当な理由

があるときを除き、障害者の持つ障害を理由として、当該建

物その他の施設又は当該公共交通機関の利用を拒否し、若

しくは制限し、又はこれに条件を課すこと。 

カ 日常生活等を営む上で必要な情報を提供する場合におい

て、正当な理由なく、障害者の持つ障害を理由として、これ

を拒否し、若しくは制限し、又はこれに条件を課すこと。 

キ 障害者が日常生活等を営む上で必要な意思表示を行う場

合において、正当な理由なく、障害を理由として、当該障害

者が用いることができる手段による意思表示を受けること

を拒否し、受けることができる意思表示の手段を制限し、又

は意思表示を受けることに条件を課すこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、正当な理由なく、障害

者の持つ障害を理由として、障害者でない者の取扱いと比

べて不利益な取扱いをし、又は取扱いをしようとすること。 

(9) 虐待 次に掲げる行為をいう。 

ア 障害者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴

行を加えること。 

イ 障害者にわいせつな行為をすること、障害者をしてわい

せつな行為をさせること又は障害者であることを理由に、

本人の意思にかかわらず、交際若しくは性的な行為を不当

に制限し、若しくは生殖を不能にすること。 

ウ 障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その

他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

エ 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置

をすること。 

オ 障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者か

ら不当に財産上の利益を得ること。 

カ 保護者、養護者又は障害者の福祉サービスに従事する者

が、アからオまでの事実を知りながら、又は障害者が自らの

利益や健康を明らかに損なう行為を継続的に行っているこ

とを知りながら放置をすること。 

(10) 後見的支援を要する障害者 現に福祉サービス等を自ら

決定して利用することができないため日常生活等を営むこと

が困難な障害者であって、保護者及び養護者がいないもの又は

保護者が監護を行うことができず、かつ、養護者がいないもの

をいう。 

  (基本理念) 

第３条 障害者への差別をなくし、及び虐待を防止するための取組

は、市、市民及び事業者並びに障害者の医療、保健、福祉、教育、

就労等に関係する機関(以下「関係機関」という。)が障害者を権

利の主体であると認識し、その権利を尊重し、それぞれの障害に

対する理解を深めることにより行われなければならない。 

２ 障害者の権利の擁護並びに障害者の自立及び社会参加の支援

に関する施策の推進は、市、市民、事業者及び関係機関が相互に

連携し、並びに障害者の選択を尊重することにより行われなけれ

ばならない。 

３ 障害者の権利の擁護並びに障害者の自立及び社会参加の支援

に関する施策の推進は、障害者が市民の一員として地域において

生活し、それぞれにふさわしい役割を果たすことができるよう行

われなければならない。 

(市の責務) 

第４条 市は、この条例の目的を達成するため、前条に定める基本

理念(以下「基本理念」という。)に基づき、障害者基本法その他

の法令との調和を図りながら、障害者の権利の擁護並びに障害者

の自立及び社会参加の支援に関する施策を総合的かつ計画的に

実施しなければならない。 

(市民等の責務) 

第５条 市民及び事業者は、基本理念に基づき、障害者に対する理

解を深めるとともに、障害者の権利を尊重し、地域で誰もが共に

暮らしていくための良好な環境づくりに努めなければならない。 

(計画の策定等) 

第６条 市長は、この条例に基づく施策を総合的かつ計画的に推進

するためさいたま市障害者総合支援計画を策定するとともに、毎

年度、別に定めるさいたま市障害者政策委員会(次項及び次条に

おいて「政策委員会」という。)に当該計画に基づく施策の実施

の状況を報告しなければならない。 

２ 政策委員会は、前項の規定による報告に対して意見を述べるも

のとする。 

  (市民相互の意見交換等) 

第７条 市長は、障害者に関する施策の課題について市民が相互に

意見を交換する場を設けるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交換された意見を政策委員会に報告

しなければならない。 

 (顕彰) 

第８条 市は、障害者に対する理解の促進に寄与したと認められる

者の顕彰に努めるものとする。 

第２章 障害者の権利の擁護 

第１節 障害者への差別の禁止等 

(差別の禁止) 

第９条 何人も、障害者に対し、差別をしてはならない。  

(申立て) 

第１０条 障害者は、自己に対する差別が行われた事実があると認

めるときは、市長に対し、委員会(第15条に規定する委員会をい

う。第12条及び第13条第1項において同じ。)から当該差別に

係る事案(以下「事案」という。)を解決するための助言又はあっ

せんが行われるよう申立てをすることができる。 

２ 障害者の保護者若しくは養護者又は障害者に関係する事業者

若しくは関係機関は、当該障害者に対する差別が行われた事実が

あると認めるときは、前項の申立てをすることができる。ただし、
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本人の意に反することが明らかであると認められるときは、この

限りでない。 

３ 前2項の申立ては、その事案が次の各号のいずれかに該当する

ときは、することができない。 

(1)行政不服審査法(昭和 37 年法律第 160 号)その他の法令によ

り審査請求その他の不服申立てをすることができるものであ

って、行政庁の行う処分の取消し若しくは変更又は行政庁の行

う事実行為(同法第 2 条第 1 項に規定する事実行為をいう。)

の撤廃若しくは変更を求めるものであるとき。 

(2)申立ての原因となる事実のあった日(継続する行為にあって

は、その行為の終了した日)から3年を経過しているものであ

るとき(その間に申立てをしなかったことにつき正当な理由が

あるときを除く。)。 

(3)現に犯罪の捜査の対象となっているものであるとき。 

４ 第 1 項又は第 2 項の申立てに係る事案が前項第 3 号に該当す

ることとなったときは、当該申立ては、取り下げられたものとみ

なす。 

(事案の調査) 

第１１条 市長は、前条第 1 項又は第 2 項の申立てがあったとき

は、当該申立てに係る事実について、相談支援事業者(市から委

託を受けて障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律(平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」

という。)第77条第1項第3号に規定する事業を行う者をいう。

以下同じ。)と連携し、調査を行うことができる。この場合にお

いて、調査の対象者は、正当な理由がある場合を除き、これに協

力しなければならない。 

２ 市長は、正当な理由なく前項の調査を拒否した者に対して、調

査に協力するよう勧告することができる。 

 (助言及びあっせん) 

第１２条 市長は、前条第1項の調査の結果、必要があると認める

ときは、委員会に対し、助言又はあっせんを行うことについて審

議を求めるものとする。 

２ 委員会は、前項の審議を求められた場合において、助言又はあ

っせんを行うことが適当と認めたときは、事案に係る障害者、事

業者その他の関係者に対し、助言又はあっせんを行うものとする。 

３ 委員会は、前項の助言又はあっせんのために必要があると認め

るときは、事案に係る障害者、事業者その他の関係者に対し、そ

の出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求め

ることができる。 

(勧告) 

第１３条 委員会は、前条第2項の規定により助言又はあっせんを

行った場合において、差別をしたと認められる者が、正当な理由

なく当該助言又はあっせんに従わないときは、市長に対し、当該

差別をしたと認められる者に対して当該助言又はあっせんに従

うよう勧告することを求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による求めがあったときは、前項の助言又

はあっせんを受けた者に対して当該助言又はあっせんに従うよ

う勧告するものとする。 

(公表) 

第１４条 市長は、前条第2項の規定による勧告を受けた者が正当

な理由なく当該勧告に従わないときは、その勧告の内容を公表す

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじ

め、当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えなければなら

ない。ただし、その者が正当な理由なく意見の聴取に応じないと

きは、この限りでない。 

(委員会の設置等) 

第１５条 市長の諮問に応じ、差別に係る事項を調査審議するため、

さいたま市障害者の権利の擁護に関する委員会(以下「委員会」

という。)を設置する。 

２ 委員会は、委員10人以内をもって組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1)学識経験を有する者 

(2)障害者 

(3)事業者の代表者 

(4)障害者に関係する団体の代表者 

(5)市民 

(6)関係行政機関の職員 

(7)市職員 

４ 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

６ 前各項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

第２節 障害者への虐待の禁止等 

(虐待の禁止) 

第１６条 何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない。 

(通報) 

第１７条 市民並びに事業者及び関係機関(これらの従業員を含

む。)は、虐待を受けたと思われる障害者を発見したときは、速

やかに、これを市長に通報しなければならない。 

２ 前項の規定による通報をされた事業者及び関係機関は、当該通

報をした従業員その他の者に対し、当該通報をしたことを理由と

して、解雇その他の不利益な取扱いをしてはならない。 

 (通報を受けた場合の措置等) 

第１８条 市長は、前条第 1 項の規定による通報を受けたときは、

相談支援事業者と連携し、虐待を受けたと思われる障害者の安全

確認を速やかに行うものとする。 

２ 市長は、前条第1項の規定による通報を受けたときは、当該通

報に係る障害者への虐待の防止及び障害者の保護を図るため、社

会福祉法(昭和26年法律第45号)、障害者総合支援法その他の法

令の規定による権限を適切に行使するものとする。 

 

(立入調査) 

第１９条 市長は、虐待により障害者の生命又は身体に重大な危険

が生じるおそれがあると認めるときは、その職員に、当該障害者

の住所若しくは居所に立ち入り、必要な調査をさせ、又は関係者

に質問させることができる。 

２ 障害者の保護者及び養護者、事業者並びに関係機関は、前項の

規定による立入調査及び質問に協力しなければならない。 
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３ 第1項の規定による立入調査又は質問をする職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提

示しなければならない。 

４ 第1項の規定による立入調査又は質問の権限は、犯罪捜査のた

めに認められたものと解釈してはならない。 

(体制の整備) 

第２０条 市は、虐待の通報を受け、虐待を早期に発見し、及び虐

待に対応するための体制を整備するものとする。 

２ 市は、虐待された障害者又はその保護者若しくは養護者の相談

を受け、必要に応じ、助言及び指導を行うための体制を整備する

ものとする。 

(虐待防止の取組状況の公表) 

第２１条 市長は、毎年度、虐待の通報の件数、虐待の件数、虐待

の状況及び虐待があった場合に講じた措置の内容を公表するも

のとする。 

第３章 障害者の自立及び社会参加のための支援 

(障害者等への総合的な支援等) 

第２２条 市は、障害者が地域の中で安心して自立した生活を営む

ことができるようにするため、日常生活等を営む上での課題及び

障害の特性を理解し、当該障害者の自立の助長及びその家族の負

担の軽減のための総合的な支援を行わなければならない。 

２ 障害者総合支援法第29条第1項に規定する指定障害福祉サー

ビス事業者、市の委託を受けて障害者総合支援法第77条第1項

に規定する地域生活支援事業又は同条第 3 項に規定する事業を

行う事業者及び社会福祉法第 4 条に規定する社会福祉を目的と

する事業を経営する者は、サービスの提供に当たっては、福祉サ

ービスの質の向上並びに障害者及びその家族が地域の中で安心

して自立した生活を営む上で必要な福祉サービスの実施に努め

なければならない。 

３ 市及び相談支援事業者は、相談及び支援の実施に当たっては、

専門技術及び職業倫理の向上並びに障害者及びその家族が地域

の中で安心して自立した生活を営む上で必要な福祉サービスの

把握及び充実に努めるとともに、別に定める指針に従い、事業者

及び関係機関と緊密な連携を保ち、支援体制の総合的な調整を行

わなければならない。 

(成年後見制度等の利用の支援等) 

第２３条 市は、後見的支援を要する障害者が地域の中で安心して

生活を営むことができるようにするため、成年後見制度及び社会

福祉法第2条第3項第12号に規定する福祉サービス利用援助事

業に基づくサービスの円滑な利用のために必要な支援を行わな

ければならない。 

２ 市は、成年後見制度及び前項の福祉サービス利用援助事業を担

う人材の育成を行わなければならない。 

(障害者の居住場所の確保等) 

第２４条 市は、障害者が自ら選択した地域で生活を営むことがで

きるようにするため、障害者の居住する場所の確保及び居住の継

続のために必要な施策を講じなければならない。 

２ 事業者は、障害者又は障害者と同居する者と不動産の取引を行

う場合において、市及び相談支援事業者と連携し、障害者が地域

の中で安心して自立した生活を営む上で必要な居住する場所の

提供に努めなければならない。 

(意思疎通等が困難な障害者に対する施策等) 

第２５条 市は、意思疎通又は相互に情報を提供し、若しくは利用

することが困難な障害者に対し、情報通信の技術を利用しやすい

環境の整備その他の必要な施策を講じなければならない。 

２ 市は、行事を開催するとき並びに情報の提供及び通信を行うと

きは、意思疎通が困難な障害者に対し、それぞれの障害の特性を

理解し、その特性に応じた配慮を行うものとする。 

３ 事業者は、障害者が日常生活等を営む上で必要なサービスを提

供するに当たり、意思疎通又は情報を提供し、若しくは情報の提

供を受けることが困難な障害者に対し、それぞれの障害の特性を

理解し、その特性に応じた配慮を行うよう努めなければならない。 

４ 市は、災害発生時その他の緊急時に障害者と速やかに連絡が取

れるようにするための調査を行い、それぞれの障害の特性を理解

し、災害発生時その他の緊急時にその特性に応じた支援を行わな

ければならない。 

(障害者の社会参加の機会の拡大) 

第２６条 市は、障害者の移動の支援に当たっては、障害者が地域

で生活していく上での課題及びそれぞれの障害の特性を理解し、

市民、事業者及び関係機関の協力の下、障害者の社会参加の機会

の拡大に必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

２ 市は、道路、建物その他の施設の整備及び管理に当たっては、

利用する障害者の障害の特性を十分に理解し、その特性に応じた

必要な配慮を行わなければならない。 

３ 建物その他の施設又は公共交通機関を管理する事業者は、障害

者が当該建物その他の施設又は公共交通機関を利用するときは、

その障害の特性を理解し、その特性に応じた配慮を行うよう努め

なければならない。 

(生涯にわたる支援) 

第２７条 市は、乳幼児であるときから生涯にわたって障害者がそ

の心身の発達のために必要とする適切な支援を受けることがで

きるようにするために必要な措置を講じなければならない。 

(障害者への保育等の実施) 

第２８条 市は、障害者への保育及び療育の実施に当たっては、そ

れぞれの障害者が必要とする保育及び療育並びにこれらを受け

るために必要な支援の内容を把握し、関係機関との連携の下、必

要とする保育及び療育並びにこれらを受けるために必要な支援

を行うための措置を講じなければならない。 

 (障害者に対する包括的な教育の実施等) 

第２９条 市及び市が設置する学校は、障害者に対し、包括的な教

育(それぞれの障害者が必要とする教育の内容を把握するととも

に、必要な教育及び教育上の支援を包括的に行う教育をいう。)

を実施しなければならない。 

２ 市及び市が設置する学校は、障害者が生活する地域においてそ

れぞれ必要とする教育を受けることができるようにするため、必

要な措置を講じるよう努めなければならない。 

３ 市及び市が設置する学校は、本市の教職員が障害者に対する理

解を深めるために必要な措置を講じるとともに、学校教育法第1

条に規定する特別支援学校及び同法第81条第2項に規定する特

別支援学級における教育に携わる教職員の専門性の向上を図ら

なければならない。 
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４ 市は、学校教育及び社会教育の場において、障害者に対する理

解の促進が図られるよう必要な措置を講じなければならない。 

 (障害者の就労支援) 

第３０条 市は、障害者が就労により自立した生活を営むことがで

きるようにするため、障害者が必要とする就労に係る相談及び支

援を行う体制を整備し、障害者総合支援法第29条第1項に規定

する指定障害福祉サービス事業者との連携の下、障害者の就労の

支援を生活の支援と一体的に、かつ、継続的に行わなければなら

ない。 

２ 事業者は、それぞれの障害の特性を理解し、障害者に対し、雇

用の機会を広げるとともに、就労の定着を図るよう努めなければ

ならない。 

(自立支援協議会の設置等) 

第３１条 市長の諮問に応じ、障害者の地域における自立した生活

の支援(次項において「地域生活支援」という。)に関する事項を

調査審議するため、さいたま市地域自立支援協議会(以下「自立

支援協議会」という。)を設置する。 

２ 自立支援協議会は、次に掲げる事項について調査審議し、及び

これらの事項について市長に意見を述べる。 

 (1)地域生活支援に係る社会資源の開発に関すること。 

 (2)地域生活支援に係る施策の課題の検討に関すること。 

 (3)地域生活支援に係る方策の研究に関すること。 

 (4)地域生活支援に係る福祉事務所及び相談支援事業者に対す

る助言に関すること。 

３ 自立支援協議会は、委員12人以内をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

 (1)学識経験を有する者 

 (2)相談支援事業者の代表者 

 (3)事業者の代表者 

 (4)障害者に関係する団体の代表者 

  (5)関係行政機関の職員 

  (6)市職員 

５ 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

６ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

７ 前各項に定めるもののほか、自立支援協議会の運営に関し必要

な事項は、規則で定める。 

第４章 補則 

(委任) 

第３２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則（抄） 

(施行期日) 

１ この条例は、平成23年4月1日から施行する。ただし、第10

条から第14条までの規定は、平成24年4月1日から施行する。 
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○さいたま市職員における障害を理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領 
（目的） 

第１条 この要領は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（平成25年法律第65号。以下「法」という。）第10条第１

項の規定に基づき、障害を理由とする差別の解消の推進に関する

基本方針（平成27年２月24日閣議決定。以下「基本方針」とい

う。）に即して、法第７条に規定する事項に関し、さいたま市誰

もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（平成

23 年条例第６号）第３条に規定する基本理念及び第９条の規定

を踏まえ、さいたま市職員（地方公営企業法（昭和 27 年法律第

292号）第３章の規定の適用を受ける事業に従事する職員及び教

職員（市町村立学校職員給与負担法(昭和23年法律第135号)に

規定する職員並びに市立高等学校及び市立幼稚園の校長、園長、

教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、助教諭、養護助教諭、講師及

び実習助手をいう。）を除く。以下「職員」という。）が適切に対

応するために必要な事項を定めることを目的とする。 

（不当な差別的取扱いの禁止） 

第２条 職員は、法第７条第１項の規定に基づき、事務又は事業を

行うに当たり、障害（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害

を含む。）その他の心身の機能の障害をいう。以下同じ。）を理由

として、障害者（障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又

は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。以下同じ。）

でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利

利益を侵害してはならない。 

２ 職員は、前項の規定の実施にあたっては、別紙第１から第３ま

でに示す事項に留意するものとする。 

（合理的配慮の提供） 

第３条 職員は、法第７条第２項の規定に基づき、事務又は事業を

行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としてい

る旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が

過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならない

よう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的

障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮（以下「合理的

配慮」という。）の提供をしなければならない。 

２ 職員は、前項の規定の実施にあたっては、別紙第４から第６ま

でに示す事項に留意するものとする。 

（監督者の責務） 

第４条 職員のうち、課長相当職以上の地位にある者（以下「監督

者」という。）は、前２条に掲げる事項に関し、障害者を理由とす

る差別の解消を推進するため、次に掲げる事項を実施しなければ

ならない。 

一 日常の執務を通じた指導等により、障害を理由とする差別の

解消に関し、その監督する職員の注意を喚起し、障害を理由と

する差別の解消に関する認識を深めさせること。 

二 障害者等から不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供に対

する相談、苦情の申し出等があった場合は、迅速に状況を確認

すること。 

三 合理的配慮の必要性が確認された場合、監督する職員に対し

て、合理的配慮の提供を適切に行うよう指導すること。 

２ 監督者は、障害を理由とする差別に関する問題が生じた場合に

は、当該問題に迅速かつ適切に対処しなければならない。 

（懲戒処分等） 

第５条 職員が、障害者に対し不当な差別的取扱いをし、又は、過

重な負担がないにも関わらず合理的配慮の不提供をした場合は、

その態様等によっては、職務上の義務違反、職務を怠った場合等

に該当し、懲戒処分等に付されることがある。 

（相談体制の整備） 

第６条 障害を理由とする差別に関する障害者及びその家族その

他の関係者からの相談等に的確に対応するための相談窓口は、次

のとおりとする。 

一 総務局人事部人事課 

二 教育委員会事務局管理部教育総務課 

三 消防局総務部消防職員課 

四 福祉局障害福祉部障害政策課 

２ 相談等を行おうとする者は、手紙、電話、ＦＡＸ、メールなど

任意の方法を用いることができる。 

３ 相談窓口に寄せられた相談等は、相談者のプライバシーに配慮

しつつ関係者間で情報共有を図り、以後の相談等において活用す

ることとする。 

４ 第１項各号に掲げる相談窓口は、必要に応じ、相談体制の充実

を図るよう努めるものとする。 

（研修・啓発） 

第７条 市長その他の任命権者は、障害を理由とする差別の解消の

推進を図るため、当該所属職員に対し、必要な研修・啓発を行う

ものとする。 

２ 前項の内容、実施時期等については、障害政策課長が定める。 

３ 職員に対し、障害の特性を理解させるとともに、障害者へ適切

に対応するために必要なマニュアル等により、意識の啓発を図る。 

（補則) 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

  

   附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年４月３日から施行する。 

 

別紙 

さいたま市職員における障害を理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領に係る留意事項 

 

第１ 不当な差別的取扱いの基本的な考え方  

法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・

サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場所・時

間帯などを制限する、障害者でない者に対しては付さない条件を付

けることなどにより、障害者の権利利益を侵害することを禁止して

いる。 
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ただし、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必

要な特別の措置は、不当な差別的取扱いではない。したがって、障

害者を障害者でない者と比べて優遇する取扱い（いわゆる積極的改

善措置）、法に規定された障害者に対する合理的配慮の提供による

障害者でない者との異なる取扱いや、合理的配慮を提供等するため

に必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ障害者に障害の状況等

を確認することは、不当な差別的取扱いには当たらない。 

このように、不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害者を、

問題となる事務又は事業について、本質的に関係する諸事情が同じ

障害者でない者より不利に扱うことである点に留意する必要があ

る。 

なお、この対応要領で「望ましい」と記載している内容は、それ

を実施しない場合であっても、法に反すると判断されることはない

が、障害者基本法の基本的な理念及び法の目的を踏まえ、できるだ

け取り組むことが望まれることを意味する。 

 

第２ 正当な理由の判断の視点 

 正当な理由に相当するのは、障害者に対して、障害を理由として、

財・サービスや各種機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に

見て正当な目的の下に行われたものであり、その目的に照らしてや

むを得ないと言える場合である。市職員においては、正当な理由に

相当するか否かについて、個別の事案ごとに、障害者、第三者の権

利利益（例：安全の確保、財産の保全、損害発生の防止等）及び市

の事務又は事業の目的・内容・機能の維持等の観点に鑑み、具体的

場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。 

 職員は、正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理

由を説明し、理解を得るよう努めることが望ましい。 

なお、「客観的に判断する」とは、主観的な判断に委ねられるので

はなく、その主張が客観的な事実によって裏付けられ、第三者の立

場から見ても納得を得られるような「客観性」が必要とされるもの

である。また、「正当な理由」について、拡大解釈を行ったり具体

的な検討を行うことなく、例えば単に安全の確保などという説明の

みでサービスを提供しないといったことは、不当な差別的取扱いを

禁止する法の趣旨を形骸化する対応であり適切ではない。 

 

第３ 不当な差別的取扱いの具体例 

 不当な差別的取扱いに当たり得る具体例は以下のとおりである。

なお、第２で示したとおり、不当な差別的取扱いに相当するか否か

については、個別の事案ごとに判断されることとなる。また、以下

に記載されている具体例については、正当な理由が存在しないこと

を前提としていること、さらに、それらはあくまでも例示であり、

記載されている具体例だけに限られるものではないことに留意す

る必要がある。 

 

（不当な差別的取扱いに当たり得る具体例） 

○ 障害があることを理由に窓口対応を拒否する。 

○ 障害があることを理由に対応の順序を劣後させる。 

○ 障害があることを理由に書面の交付、資料の送付、パンフレッ

トの提供等を拒む。 

○ 障害があることを理由に説明会、シンポジウム等への出席を拒

む。 

○ 事務・事業の遂行上、特に必要ではないにもかかわらず、障害

があることを理由に、来庁の際に付き添う者が同行することを求

めるなどの条件を付ける。 

 

第４ 合理的配慮の基本的な考え方 

１ 障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」という。）第２条

において、「合理的配慮」は、「障害者が他の者との平等を基礎と

して全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確

保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合

において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度

の負担を課さないもの」と定義されている。 

法は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関

等に対し、その事務又は事業を行うに当たり、個々の場面におい

て、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思

の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でない

ときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、社会

的障壁の除去の実施について、合理的配慮を行うことを求めてい

る。合理的配慮は、障害者が受ける制限は、障害のみに起因する

ものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって

生ずるものとのいわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえたもの

であり、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、障害

者が個々の場面において必要としている社会的障壁を除去する

ための必要かつ合理的な取組であり、その実施に伴う負担が過重

でないものである。 

合理的配慮は、市長の事務部局の事務又は事業の目的・内容・

機能に照らし、必要とされる範囲で本来の業務に付随するものに

限られること、障害者でない者との比較において同等の機会の提

供を受けるためのものであること、事務又は事業の目的・内容・

機能の本質的な変更には及ばないことに留意する必要がある。 

２ 合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具

体的場面や状況に応じて異なり、多様かつ個別性の高いものであ

り、当該障害者が現に置かれている状況を踏まえ、社会的障壁の

除去のための手段及び方法について、「第５ 過重な負担の基本

的な考え方」に掲げる要素を考慮し、代替措置の選択も含め、双

方の建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲

で、柔軟に対応がなされるものである。さらに、合理的配慮の内

容は、技術の進展、社会情勢の変化等に応じて変わり得るもので

ある。合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、状

態等に配慮するものとする。 

なお、合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、

障害者との関係性が長期にわたる場合等には、その都度の合理的

配慮の提供ではなく、後述する環境の整備を考慮に入れることに

より、中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重要で

ある。 

３ 意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の

除去に関する配慮を必要としている状況にあることを言語（手話

を含む。）のほか、点字、拡大文字、筆談、実物の提示や身振りサ

イン等による合図、触覚による意思伝達など、障害者が他人とコ

ミュニケーションを図る際に必要な手段（通訳を介するものを含

む。）により伝えられる。 
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また、障害者からの意思表明のみでなく、知的障害や精神障害

（発達障害を含む。）等により本人の意思表明が困難な場合には、

障害者の家族、介助者等、コミュニケーションを支援する者が本

人を補佐して行う意思の表明も含む。 

なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、介助者等を伴って

いない場合など、意思の表明がない場合であっても、当該障害者

が社会的障壁の除去を必要としていることが明白である場合に

は、法の趣旨に鑑みれば、当該障害者に対して適切と思われる配

慮を提案するために建設的対話を働きかけるなど、自主的な取組

に努めることが望ましい。 

４ 合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築

物のバリアフリー化、介助者等の人的支援、情報アクセシビリテ

ィの向上等の環境の整備を基礎として、個々の障害者に対して、

その状況に応じて個別に実施される措置である。したがって、各

場面における環境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異な

ることとなる。また、障害の状態等が変化することもあるため、

特に、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、提供する合

理的配慮について、適宜、見直しを行うことが重要である。 

５ 市がその事務又は事業の一環として実施する事務を事業者に

委託等する場合は、提供される合理的配慮の内容に大きな差異が

生ずることにより障害者が不利益を受けることのないよう、委託

等の条件に、対応要領を踏まえた合理的配慮の提供について盛り

込むよう努めることが望ましい。 

 

第５ 過重な負担の基本的な考え方 

 過重な負担については、個別の事案ごとに、以下の要素等を考慮

し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必

要である。 

職員は、過重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由

を説明し、理解を得るよう努めることが望ましい。 

○ 事務又は事業への影響の程度（事務又は事業の目的、内容、機

能を損なうか否か） 

○ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

○ 費用・負担の程度 

 

第６ 合理的配慮の具体例 

 第４で示したとおり、合理的配慮は、具体的場面や状況に応じて

異なり、多様かつ個別性の高いものであるが、具体例としては、次

のようなものがある。 

 なお、記載した具体例については、第４で示した意思の表明をし

た者との建設的対話により行われること、第５で示した過重な負担

が存在しないことを前提としていること、また、これらはあくまで

も例示であり、記載されている具体例だけに限られるものではない

ことに留意する必要がある。 

 

１ 合理的配慮に当たり得る物理的環境への配慮の具体例 

【公共施設】 

○各障害共通 

・障害者用車両が来館した場合、警備員が専用駐車場へ誘導する。 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・車椅子でも入りやすい入口から入場してもらい座席に案内する。 

・閲覧席利用のため椅子をはずして車椅子で閲覧できるようにす

る。 

・車椅子利用者が移動しやすいように、椅子を片付けるなどして動

線を確保する。 

・エレベーターホールが狭く方向転換が難しい場合、必要に応じて

介助する。 

・車椅子利用者がコピー機の操作台に届かない場合、代わりにコピ

ー機を操作する。 

・段差がある場所では、職員が介添えする。 

・車椅子を貸出すときに、必要に応じて乗降を補助する。 

・障害者用スペースに駐車するときに、必要に応じて入庫を補助す

る。 

（視覚障害） 

・点字ブロック等がない場合、出入口まで職員が付き添う。 

 

【窓口対応一般】 

○各障害共通 

・複数の窓口で手続きを行う場合、他の窓口に職員が同行する。 

・必要に応じて代筆する。 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・段差がある場合に、車椅子利用者にキャスター上げ等の補助をす

る、携帯スロープを渡すなどする。 

・配架棚の高い所に置かれたパンフレット等を取って渡す。 

・通常片開きにしている入口のドアを、車椅子利用者が出入りでき

るよう両開きにする。 

・車椅子利用者が来所したら、窓口の椅子をどけて、車椅子ごと入

れるスペースを作る。 

・車椅子利用者等に対して、低い記載台等に案内して必要な申請用

紙やパンフレット等を手渡したり受付したりするなどして対応

する。 

・障害部位により窓口カウンターでの対応が難しい場合は、職員が

カウンターから外へ出て対応する。 

・立った状態で応対するのではなく着席できる窓口に案内して着

席のままで対応する。 

（視覚障害） 

・弱視・ロービジョンの方に対し、記入する様式を見やすい位置に

置きなおす。 

【イベント・講演会・講座等】 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・イベント開催時にはトイレが混みあうため、別のフロアのトイレ

も利用できるよう手配する。 

・講演会開催時に車椅子利用者が参加したときに、移動しやすいよ

うに出入り口付近の席を案内する。 

 

【保健・福祉分野】 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・片麻痺の方が荷物を置きやすい側に荷物置きを配置する。 
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・症状によって水分等を用意する。 

○知的障害 

・面談を実施するときは、相談室などにできるだけ物を置かないな

ど刺激を減らす。 

○精神障害 

・面談を実施するときに、利便性や秘密保持のため、会場を居住区

に限定したりせずに希望する場所を会場に設定する。 

・別室を用意する等、静かな環境を作り、対応をする。 

・対人不安がある方が来所時に窓口で担当者を呼び出しやすいよ

う呼び鈴を設置する。 

・相談者が安心できるよう、必要に応じて常に同じ場所で相談を実

施する。 

○発達障害 

・別室を用意する等、静かな環境を作り、対応をする。 

・面談を実施するときは、相談室などにできるだけ物を置かないな

ど刺激を減らす。 

 

【保育分野】 

○各障害共通 

・着脱衣の際には椅子を用意し、脱ぎ履きしやすいように補助する。 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・冷水器から飛び出す水をすすって飲めない子どものために、紙コ

ップを用意する。 

・座位を保てないため、食事はシートベルト付きの椅子を用意する。 

・座位を保てないため、トイレは持ち手つきの補助便座、着替えは

肘かけ付の椅子を使用する。 

・子供に合わせた玩具を作る。 

・座位がうまく取れないため子供用のトイレを使用できない場合、

大人用のトイレに子ども用の便座カバーを付けて対応する。 

（視覚障害） 

・弱視等の場合、なるべく明るい場所に誘導し、座ってもらう。 

・転倒防止のため、床に物を置かないようにする。 

・玄関がバリアフリーで段差がないため、靴の脱ぎ履きの際に簡易

に移動できる子ども用ベンチを使う。 

・分かりやすいようにクラスの入り口にフエルトを貼る。 

○知的障害 

・感情のコントロールがうまくいかずイライラしたときに、一人に

なって落ち着ける場所を設ける。 

○発達障害 

・思いを上手に伝えることができない場合があるので、意思を伝え

られる絵カード等を用いるなどコミュニケーションを支援する

ツールを活用する。 

・部屋の出入りや靴の脱ぎ履きの際に保育士が介助する。 

 

【消防分野】 

○身体障害 

（肢体不自由） 

・講習開催時において、実技については可能な範囲で良いことを予

め伝え、各種の手技を行う際に職員が補助をする。 

（視覚障害） 

・視覚障害がある傷病者を救急車まで案内する際に介添えをする。 

 

２ 合理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例 

【公共施設】 

○身体障害 

（視覚障害） 

・資料の検索結果や施設の空き状況を読み上げる。 

・施設の避難経路などの案内を読み上げる。 

 

【窓口対応】 

○各障害共通 

・筆談、読み上げ、手話などのコミュニケーション手段を用いる。 

・意思疎通が不得意な障害者に対し、絵カード等を活用して意思を

確認する。 

・通常、口頭で行う案内を、紙にメモをして渡したり、身振りで表

現する。 

・書類記入の依頼時に、記入方法等を本人の目の前で示したり、わ

かりやすい記述で伝達したりする。 

○身体障害 

（視覚障害） 

・話しかけた者が職員であることを明らかにするため、名乗ってか

ら要件を伺う。 

・視覚障害者が相談に来所した際には、障害物を避けるよう先導し、

相談室等まで案内する。 

・電子メールで質問や照会を受付けたり回答したりする。 

（聴覚障害） 

・配置されている手話通訳者を呼んで対応する。 

・コミュニケーションボードなどを利用して筆談を行う。 

・コミュニケーションボードでは多くの情報を伝えられないため、

パソコンの画面を見てもらい操作を指示してもらう。 

・難聴者の場合、大きめの声でゆっくりと話すようにする。 

・極度の難聴者については、内容を筆記して提示する。 

・ＦＡＸや電子メールで質問や照会を受付けたり回答したりする。 

○知的障害 

・書類に記入することが必要なときに、記入例等を本人の目の前で

示すとともに、ゆっくりとわかりやすく説明する。 

・極力平易な表現を用いる 

・重要な事柄を箇条書きにして示す。 

○発達障害 

・比喩表現（たとえによる表現）等が苦手であるので、比喩（たと

え）や暗喩（例えるものと例えられるものをそれとなく示すこと）、

二重否定表現など用いずに説明する。 

○高次脳機能障害 

・話の内容が記憶できない方に、ホワイトボードを利用して説明し、

その内容を撮影して写真を渡す。 

・道に迷ってしまう方のために、写真や地図などを送る。 

 

【イベント・講演会・講座等】 

○身体障害 

（聴覚障害） 

・筆談ができるよう紙と筆記用具を渡し、質疑応答を行う。 
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・手話通訳が不在のときは、読み原稿を印刷して渡す。 

○精神障害 

・講座等において、スケジュールが事前に分からないと不安定にな

る方に対し、休憩時間も含めた１日のスケジュールを見えるよう

にする。 

○発達障害 

・講座等において、スケジュールが事前に分からないと不安定にな

る方に対し、休憩時間も含めた１日のスケジュールを見えるよう

にする。 

 

【保健・福祉分野】 

○身体障害 

（視覚障害） 

・弱視の方に説明するパンフレットを拡大コピーする。 

（聴覚障害） 

・面談するときにマスクを外し、口を大きく動かしわかりやすくす

る。 

○知的障害 

・本人の興味のある物を例にとり説明する。 

・長文での質問を避ける。 

・平易な言葉で言い換える。 

・ホワイトボードを利用して説明する。 

○精神障害 

・面接に使用する資料を作成するときに文字にふり仮名をふった

り、平仮名にしたり、図やフローチャートにする。 

・相談者に合わせて、できるだけわかりやすい言葉、短い言葉を使

って対応する。 

・相談者の言葉を否定せず、落ち着いて丁寧な対応を心掛ける。 

○発達障害 

・ホワイトボードを利用して説明する。 

・意思疎通が不得意である場合は、絵カード等を活用して意思の確

認をする。また、口頭のみならずメモを渡し、伝達事項を確認す

る。 

 

【保育分野】 

○各障害共通 

・言葉を伝える際には、わかりやいように保育士の口元を見せ、ゆ

っくり話す。 

○発達障害 

・思いを上手に伝えることができない場合があるので、意思を伝え

られる絵カード等を用いるなどコミュニケーションを支援する

ツールを活用する。 

・本人が自信を持って活動できるよう、一目で何をするのか、この

場所は何をする場所なのかが分かるようにする。終わりを明確に

する。 

 

【消防分野】 

○身体障害 

（聴覚障害） 

・救急活動において、症状や訴えを把握するため、コミュニケーシ

ョン支援ボード（イラスト・文字）を利用して意思の疎通を図る。 

・救急活動に伴う感染防止資器材であるマスクを外し、口を大きく

動かしゆっくり話すことにより意思疎通を図る。 

・病院に受診の問い合わせをしたいがうまく伝えられないため、救

急隊が状況を伝えている。 

○知的障害 

・知的障害がある傷病者に対してわかりやすい言葉を選びコミュ

ニケーションをとる。 

・救急現場において、症状や訴えを把握するため、コミュニケーシ

ョン支援ボード（イラスト・文字）を利用して意思の疎通を図る。 

・病院に受診の問い合わせをしたいがうまく伝えられないため、救

急隊が状況を伝えている。 

○発達障害 

・救急現場において、症状や訴えを把握するため、コミュニケーシ

ョン支援ボード（イラスト・文字）を利用して意思の疎通を図る。 

・急に体に触られると驚く場合もあるので必ず「これから触ります」

と声掛けをしたうえで触れるようにする。 

 

３ ルール・慣行の柔軟な変更の具体例 

【公共施設】 

○身体障害 

・市の施設の敷地内の駐車場等において、障害者の来庁が多数見込

まれる場合、通常、障害者専用とされていない区画を障害者専用

の区画に変更する。 

・一般の方とは別に車椅子利用者のための動線を設け、必要に応じ

て職員が付き添う。 

・スポーツ教室等において、講師と相談し、参加可能な部分を体験

してもらう。 

・電動車椅子利用者の電池切れに対し、館内の電源から充電するこ

とを許可する。 

（内部障害） 

・出入り口に無断持ち出しを防止するための磁気・タグ装置がある

ため、ペースメーカーを装着している利用者には、関係者専用出

入口から入退館をしてもらう。 

 

【窓口対応】 

○各障害共通 

・順番を待つことが苦手な障害者に対し、周囲の者の理解を得た上

で、手続き順を入れ替える。 

・立って列に並んで順番を待っている場合に、周囲の者の理解を得

た上で、当該障害者の順番が来るまで別室や席を用意する。 

 

【イベント・講演会・講座等】 

○各障害共通 

・順番を待つことが苦手な障害者に対し、周囲の者の理解を得た上

で、手続き順を入れ替える。 

・立って列に並んで順番を待っている場合に、周囲の者の理解を得

た上で、当該障害者の順番が来るまで別室や席を用意する。 

○身体障害 

（視覚障害） 

・弱視等の場合、スクリーンなどが見やすい場所に案内する。 

（聴覚障害） 
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・要約筆記のスクリーンや手話通訳が見やすい場所に案内する。 

 

【保健・福祉分野】 

○身体障害 

（視覚障害） 

・重要な文書の内容が見えず読めない場合、家庭訪問し内容を確認

する。 

（聴覚障害） 

・難聴の方と面談する場合、声の響く部屋から聞き取りやすい部屋

へ変更する。 

（内部障害） 

・プライバシーに配慮し窓口ではなく、別室の個室に案内し対応を

する。 

○精神障害 

・一時的に休憩をとり、落ち着いた状態で面談を再開する。 

・待合室の混雑などが苦手な方に対し、早めに面接室に案内し落ち

着けるよう配慮する。 

・他の人に障害の有無、内容等を知られたくない場合、希望に応じ

て相談室（個室）で手帳交付・各種申請受付をする。 

・相談者が安心できるよう、担当者を固定して対応する。 

○発達障害 

・道に迷ってしまう方のために、会場から最寄り駅までの分かりや

すい地図（写真や目印となる建物のイラスト等が入った）を用意す

る。 

○高次脳機能障害 

・道に迷ってしまう方のために、写真や地図などを送付する。 

 

【保育分野】 

○各障害共通 

・生活面・運動面では保育士が傍につき必要に応じて援助し、散歩

時は手をつなぎ歩く。 

○身体障害 

・子供の年齢ではなく発達段階に応じた体制で保育する。 

・半身に麻痺があり、片足に装具をつけている場合など、身体のバ

ランスを崩して転ぶことがあるため、保育士が傍らにつく。 
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